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    大垣市税条例大垣市税条例大垣市税条例大垣市税条例等等等等の一部改正についの一部改正についの一部改正についの一部改正についてててて    

    

    「地方税法「地方税法「地方税法「地方税法等等等等の一部を改正する法律」が平成の一部を改正する法律」が平成の一部を改正する法律」が平成の一部を改正する法律」が平成31313131年年年年3333月月月月29292929日に公布されたことに日に公布されたことに日に公布されたことに日に公布されたことに

伴い、平成伴い、平成伴い、平成伴い、平成31313131年年年年4444月月月月1111日から施行される事項等について、速やかに日から施行される事項等について、速やかに日から施行される事項等について、速やかに日から施行される事項等について、速やかに大垣市税条例大垣市税条例大垣市税条例大垣市税条例

等等等等をををを改正改正改正改正するするするする必要があ必要があ必要があ必要があるるるるため、地方自治法第ため、地方自治法第ため、地方自治法第ため、地方自治法第179179179179条第条第条第条第1111項の規定に基づき、専決項の規定に基づき、専決項の規定に基づき、専決項の規定に基づき、専決

処分処分処分処分するものするものするものするもの。。。。    

    

１１１１    改正内容改正内容改正内容改正内容    

⑴⑴⑴⑴      個人市民税個人市民税個人市民税個人市民税関係関係関係関係    

①①①①      住宅住宅住宅住宅ローン控除の拡充ローン控除の拡充ローン控除の拡充ローン控除の拡充【【【【附則第附則第附則第附則第5555条の条の条の条の6666のののの2222】】】】    

                    個人の個人の個人の個人の消費税率の引き上げに伴う対応として、消費税率の引き上げに伴う対応として、消費税率の引き上げに伴う対応として、消費税率の引き上げに伴う対応として、住宅住宅住宅住宅の取得の取得の取得の取得等等等等においてにおいてにおいてにおいて、、、、

令和元年令和元年令和元年令和元年10101010月月月月1111日から日から日から日から令和令和令和令和2222年年年年12121212月月月月31313131日までの間に居住日までの間に居住日までの間に居住日までの間に居住の用に供したの用に供したの用に供したの用に供した場合場合場合場合

は、は、は、は、住宅ローン控除住宅ローン控除住宅ローン控除住宅ローン控除（住宅借入金等特別控除）（住宅借入金等特別控除）（住宅借入金等特別控除）（住宅借入金等特別控除）のののの特例として特例として特例として特例として、、、、控除期間控除期間控除期間控除期間

をををを3333年間年間年間年間（（（（11111111年目～年目～年目～年目～13131313年目）年目）年目）年目）延長するもの延長するもの延長するもの延長するもの。。。。    

＜消費税率の変更に伴う控除期間の特例＞＜消費税率の変更に伴う控除期間の特例＞＜消費税率の変更に伴う控除期間の特例＞＜消費税率の変更に伴う控除期間の特例＞    

    居住の用に供した年居住の用に供した年居住の用に供した年居住の用に供した年    控除期間控除期間控除期間控除期間    

現現現現    行行行行    H26.1.1H26.1.1H26.1.1H26.1.1    ～～～～    RRRR3333.12.31.12.31.12.31.12.31    
最長最長最長最長

R13R13R13R13.12.31.12.31.12.31.12.31    

改正による特例改正による特例改正による特例改正による特例    ----    
RRRR元元元元.10.1.10.1.10.1.10.1～～～～

RRRR2.12.312.12.312.12.312.12.31    
----    

最長最長最長最長

R1R1R1R15555.12.31.12.31.12.31.12.31    

                    ※特例期間に居住の用に供した場合は最長※特例期間に居住の用に供した場合は最長※特例期間に居住の用に供した場合は最長※特例期間に居住の用に供した場合は最長3333年間延長される年間延長される年間延長される年間延長される    

    

⑵⑵⑵⑵      固定資産税・都市計画税関係固定資産税・都市計画税関係固定資産税・都市計画税関係固定資産税・都市計画税関係    

①①①①      固定資産税等の課税標準の特例固定資産税等の課税標準の特例固定資産税等の課税標準の特例固定資産税等の課税標準の特例の見直しの見直しの見直しの見直し    

【附則第【附則第【附則第【附則第8888条の条の条の条の2222】】】】【附則第【附則第【附則第【附則第8888条の条の条の条の3333】】】】    

高規格堤防高規格堤防高規格堤防高規格堤防特別特別特別特別区域内に区域内に区域内に区域内に従前権利者が新築する家屋を対象と従前権利者が新築する家屋を対象と従前権利者が新築する家屋を対象と従前権利者が新築する家屋を対象として、して、して、して、固固固固

定資産税額を減額するもの。定資産税額を減額するもの。定資産税額を減額するもの。定資産税額を減額するもの。        

    内内内内    容容容容    特特特特    例例例例    

新新新新

設設設設    

河川法に規定する高規格堤防の河川法に規定する高規格堤防の河川法に規定する高規格堤防の河川法に規定する高規格堤防の

整備に伴う建替家屋に係る税額整備に伴う建替家屋に係る税額整備に伴う建替家屋に係る税額整備に伴う建替家屋に係る税額

の減額措置の減額措置の減額措置の減額措置    

※令和※令和※令和※令和4444年年年年3333月月月月31313131日まで日まで日まで日まで    

居住部分の税額：最初の居住部分の税額：最初の居住部分の税額：最初の居住部分の税額：最初の    

5555年間年間年間年間2/32/32/32/3減額減額減額減額    

非居住部分の税額：最初非居住部分の税額：最初非居住部分の税額：最初非居住部分の税額：最初

のののの5555年間年間年間年間1/31/31/31/3減額減額減額減額    

        

    



   

2222    

⑶⑶⑶⑶      軽自動車関係軽自動車関係軽自動車関係軽自動車関係    

①①①①      軽自動車税の税率の特例軽自動車税の税率の特例軽自動車税の税率の特例軽自動車税の税率の特例の継続の継続の継続の継続    

【附則第【附則第【附則第【附則第19191919条条条条、附則第、附則第、附則第、附則第20202020条条条条、平成、平成、平成、平成22229999年改正条例第年改正条例第年改正条例第年改正条例第6666号の一部改正号の一部改正号の一部改正号の一部改正】】】】    

                    軽自動車軽自動車軽自動車軽自動車税税税税のののの初回車両番号指定を受けてから初回車両番号指定を受けてから初回車両番号指定を受けてから初回車両番号指定を受けてから14141414年を経過した月の属す年を経過した月の属す年を経過した月の属す年を経過した月の属す                

る年度以後の軽自動車税のる年度以後の軽自動車税のる年度以後の軽自動車税のる年度以後の軽自動車税の重課は重課は重課は重課は令和元令和元令和元令和元年度に限年度に限年度に限年度に限るがるがるがるが、、、、令和元令和元令和元令和元年年年年10101010月月月月1111日日日日

施行の軽自動車税種別割においても施行の軽自動車税種別割においても施行の軽自動車税種別割においても施行の軽自動車税種別割においても重課を適用する重課を適用する重課を適用する重課を適用するものものものもの。。。。    

                    

⑷⑷⑷⑷      法人市民税関係法人市民税関係法人市民税関係法人市民税関係    

①①①①  法人市民税の申告納付法人市民税の申告納付法人市民税の申告納付法人市民税の申告納付の見直しの見直しの見直しの見直し    

【平成【平成【平成【平成30303030年改正条例第年改正条例第年改正条例第年改正条例第24242424号の一部改正号の一部改正号の一部改正号の一部改正】】】】    

大法人が、通信回線の故障・災害等により電子情報処理組織を使用す大法人が、通信回線の故障・災害等により電子情報処理組織を使用す大法人が、通信回線の故障・災害等により電子情報処理組織を使用す大法人が、通信回線の故障・災害等により電子情報処理組織を使用す

ることが困難である場合は、市町村等の承認を得ることで申告書及び添ることが困難である場合は、市町村等の承認を得ることで申告書及び添ることが困難である場合は、市町村等の承認を得ることで申告書及び添ることが困難である場合は、市町村等の承認を得ることで申告書及び添

付書類を付書類を付書類を付書類を書面にすることが可能と書面にすることが可能と書面にすることが可能と書面にすることが可能とすすすするるるるもの。もの。もの。もの。    

    

⑸⑸⑸⑸      その他その他その他その他    

                地方税法及び市税条例の改正により地方税法及び市税条例の改正により地方税法及び市税条例の改正により地方税法及び市税条例の改正により、、、、条項の修正等条項の修正等条項の修正等条項の修正等を行うもの。を行うもの。を行うもの。を行うもの。    

    

２２２２    施行期日施行期日施行期日施行期日    

        平成平成平成平成31313131年年年年4444月月月月1111日日日日    


